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Ⅰ　はじめに
誤振込とは，振込依頼人が受取人（の口座）の指定を誤り，仕向銀行および
被仕向銀行がそれにしたがって振込処理を行ったため，振込依頼人が想定して
いた受取人（口座）への振込とは異なる結果が生じることをいう。仕向銀行お
よび被仕向銀行は指図通りに処理を行っている点で，仕向銀行または被仕向銀
行が処理を誤った場合とは区別される。
誤振込による預金をめぐる争いには，受取人の債権者が預金を差し押さえた
ため振込依頼人がこの差押について第三者異議を訴える場合（以下，「差押型」
という）と，被仕向銀行が受取人に対する貸金債権と預金を相殺したため振込
依頼人がこの相殺に対して異議を唱え，被仕向銀行に対して不当利得返還請求
をする場合（以下，「相殺型」という）がある。
平成 8年に最高裁は差押型において，振込依頼人と受取人の間で原因関係が
なく，誤振込がなされたとしても，受取人の口座に入金記帳されれば預金とし
ては成立するとして，振込依頼人の第三者異議を認めない判決を下した 1。その
後，差押型については新たな紛争事例はでていないようである。
それに対して相殺型については，平成 8年最高裁判決の後も，誤振込によっ
1　最二判平8・4・26民集50・2・1267。
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ても預金が成立することを認めながら，被仕向銀行が自らの貸金債権と相殺を
した場合に振込依頼人からの不当利得返還請求を認める判決があり，最近もま
たこうした判決が出た（名古屋高判平 27・1・29 金判 1468・25）。本稿ではこ
の判決（以下，本判決という）を取り上げ，差押型との違いを分析しつつ，相
殺型の特質を検討することとしたい。
Ⅱ　本判決
1．事実の概要
① A は平成 21 年 3 月 27 日に A 組からの会社分割により設立された株式会
社である。会社分割に際し，A は A 組の債務については責に任じないと
される一方，A 組の主たる事業であった土木工事業等に関する権利関係や
人的物的設備等のほぼ全てを A が承継した。
② Y は従前 A 組に対し貸付を行っており，会社分割の時点における残高は
4 億 7000 万円余りであった。A 組は平成 21 年 9 月頃から Y に対する債務
の返済を遅滞するようになった。
③ Y は平成 22 年 4 月 8 日に A 組の預金口座について A 組に対する貸金債
権等と対当額にて相殺した。Y の C 支店の A 組名義普通預金口座（以下，
本件口座という）もこの相殺の対象となった。平成 22 年 1 月に E から約
30 万円の振込がされた後は，利息の入金等 Y との関係によるもの以外に
は，数百円ないし数千円程度の振込が数回あったのみで，ほとんど入出金
はなかった。
④ X は平成 24 年 2 月 29 日に A との間で，A が工事を施工し，X が代金
462 万円を支払う旨の請負契約を締結した。この請負契約に基づく出来高
分の工事代金は約 330 万円であった。
⑤ X は同年 5 月 1 日に仕向金融機関である B 信用金庫に対し，振込先を本
件口座と指定して約 330 万円の振込依頼をし，これにより本件振込がされ
た。
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⑥本件振込に係るデータ入力作業等は X の経理担当の D が行ったが，D は
本件代金を A に支払うつもりで，誤ってかつて取引のあった A 組のコー
ド番号を入力してしまい，本件口座への振込依頼をしてしまった。
⑦本件振込金は本件口座に支払差止めの設定がされていたため，本件口座に
自動入金されず，一旦 Y の C 支店の別段預金口に入金された。Y の担当
者は本件振込について A 組の口座番号や口座名義を確認し，支払差止め
の設定を一時的に解除して，本件振込を完了させた。その後 Y は同日付
で本件相殺を行い，同日付で A 組に対しその旨の相殺通知をし，同通知
は同月 2日 A 組に到達した。
⑧Xは同年5月2日にAから本件代金が振り込まれていない旨の連絡を受け，
確認作業を開始した。D は同日休暇を取得しており，連休明けの同月 7日
に出勤した後，誤って本件口座に振込依頼をしてしまったことに気付いて，
同日 Y の C 支店に電話連絡し，誤振込をしたので返金してほしい旨を伝
えた。しかし，同支店の担当者からは既に取引が成立しているので返金に
は応じられない旨の回答を受けた。
⑨ X は同月 18 日に Y に対し，代理人弁護士を通じて本件振込が誤振込であ
る旨を通知するとともに，本件振込金相当額について不当利得返還請求を
した。
2．原審の判断
原審（名古屋地判平 26・8・7 金判 1468・34）は，本件口座が支払差止めの
設定にされていたなどの事情はあるものの，これらの事実から必ずしも Y が
本件相殺の時点において本件振込が誤振込であると知っていたと認定すること
はできないこと，および X が Y に対し，本件振込が誤振込であるため返金を
受けたい旨を連絡したのは，平成 24 年 5 月 1 日に本件相殺がなされた後の同
月 7日になってからであり，相殺を認めることが正義，公平の観念に照らして
相当とはいえない特段の事情があるとまでは認められないことをあげて，Y の
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相殺が法律上の原因を欠くものということはできないとして，X の請求を棄却
した。
そこで，X が控訴した。
3．本判決の内容
本判決は以下のとおり判示し，原判決を取消し，X の Y に対する不当利得
返還請求を認めた。
振込依頼人から受取人の金融機関の普通預金口座に振込があったときは，振
込依頼人と受取人との間に振込の原因となる法律関係が存在するか否かにかか
わらず，受取人と金融機関との間に振込金相当額の預金契約が成立し，受取人
が金融機関に対して振込金相当額の普通預金債権を取得するものと解するのが
相当である（最二判平 8・4・26 民集 50・5・1267）。
Y は誤振込により発生した預金債務を本件相殺により消滅させることで，事
実上回収不能である A 組に対する貸金債権等を回収する一方，X は A 組に対
して本件振込金相当額の不当利得返還請求権を取得するものの，事実上その回
収は不能であるため，本件振込金相当額の損失を被る結果となる。
Y は本件相殺の時点では，A 組がその事業全てを A に承継させて自らの事
業を停止し，本件振込に見合う取引がないことを知っており，長期間支払差止
めの設定をしている本件口座に本件振込金ほどの高額の金員の振込があること
は不自然であると認識しえたものであって，本件相殺の時点において，本件振
込が X と A 組の間における取引等の原因のない誤振込であることを知ってい
たと認めることができる。
結果的に A 組は，X との間に本件振込の原因となる法律関係がないことを
認めるのであるから，本件振込が誤振込であることを認識していた Y におい
ては，本件口座に本件振込を入金記帳する前に，X や A 組に対し，誤振込か
否かを確認して組戻しの依頼を促すなど対処すべきであった。しかるに，Y に
おいて，たまたま誤って振込があったことを奇貨として，X が誤振込に気付か
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なければ組戻しを依頼することがないことから，事実上回収不能な A 組に対
する貸金債権等を回収するために，あえて支払差止め設定を一時的に解除して
本件振込を完了させて，直ちに本件相殺をしたものと認められ，振込制度にお
ける被仕向金融機関としては不誠実な対応であったといわざるを得ない。
以上のとおりであって，本件の事実関係においては，正義，公平の観点から，
被仕向金融機関である Y が，事実上回収不能な A 組に対する貸金債権等を本
件相殺により回収して，本件振込金相当額について X の事実上の損失の下に
利得することは，X に対する関係においては，法律上の原因を欠いて不当利得
になると解するのが相当である。
Ⅲ　研究
1．振込における原因関係の要否
差押型，相殺型のいずれについても，振込依頼人の請求を認めるか否かを判
断するにあたり，当初は誤振込によって預金が成立するか，言い換えれば預金
債権の成立には受取人と振込依頼人の間の原因関係が必要かという点が問題に
なった。
原因関係必要説は，振込は原因関係の決済手段なので，受取人には原因関係
のない振込を受け入れて預金債権を成立させる意思はないとして，誤振込では
預金は成立しないとする。そしてその主たる論拠として説かれていたのが，「棚
ぼた式」利益論と称される当事者間の利益考量であった。すなわち，受取人の
無資力のリスクは，本来その債権者が負うべきはずである。しかるに，受取人
との間に何らの原因関係を有しない振込依頼人により，たまたま誤振込がなさ
れたために，受取人の預金債権が成立するとし，その債権者に「棚ぼた式」利
益を与える一方で，錯誤により誤振込を行った振込依頼人にその過誤に比して
不相当な犠牲やコストを強いるものであり，両者の利益・不利益を比較すれば，
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前者は特に保護に値しないとの利益考量が成り立つ，とする 2。
これに対して，原因関係不要説は原因関係のない誤振込でも預金は成立する
というもので，その理由として，振込取引の性質から被仕向銀行が自己の関与
しない原因関係について判断リスクを負わないこと，およびミスをした者が不
利益を負う方が公平であることをあげていた 3。
下級審では，原因関係必要説にたち誤振込によって預金は成立しないという
判決があったが 4，本判決でも引用しているとおり，最高裁は平成 8年に振込の
原因となる法律関係が存在するか否かにかかわらず，振込金相当額の預金は成
立するとして，原因関係不要説の立場に立つことを明確にした 5。
理由として，受取人と銀行との間の普通預金規定には預金の成否を振込依頼
人と受取人との間の振込の原因となる法律関係の有無にかからせていることを
うかがわせる定めはおかれていないこと，振込は，銀行間および銀行店舗間の
送金手続を通して安全，安価，迅速に資金を移動する手段であって，多数かつ
多額の資金移動を円滑に処理するため，その仲介にあたる銀行が各資金移動の
原因となる法律関係の存否，内容等を関知することなくこれを遂行する仕組み
がとられていることを挙げている。
学説においてもこの判決後，従来の議論を整理・検討し，平成 8年判決を支
持するものが現れた 6。これは，預金が成立するのは仕向銀行の為替通知に基づ
2　塩崎勤「判批」金法1299号11頁，山田誠一「誤った資金移動取引と不当利得（上）（下）
金法1324号12頁，1325号23頁，岩原紳作「判批」金法1460号11頁，菅野佳夫「振込をめ
ぐる諸問題」判タ788号87頁など。
3　後藤紀一「振込取引に関する最近の判例をめぐって（上）（下）金法1392号30頁，1393号
24頁。
4　名古屋高判昭51・1・28金法795・44（差押型），鹿児島地判平1・11・27金法1255・32（相殺型）。
5　前掲注1。事案は，誤振込の3カ月後に受取人の債権者が預金を差し押さえたところ，振込
依頼人が第三者異議の訴えを提起したものである。この判決の解説・評釈は多数あり，すで
に掲げたもののほか，木南敦「誤振込と預金の成否」金法1455号11頁，野村豊弘「誤振込
と預金契約の成否」金判999号2頁，中田裕康「判批」法教194号130頁などがある。
6　森田宏樹「振込取引の法的構造－「誤振込」事例の再検討」中田裕康=道垣内弘人編『金
融取引と民法法理』123頁以下（有斐閣，2000年）。
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く振込指図によって被仕向銀行が入金記帳を行うからであり，振込依頼人の振
込指図に錯誤がある場合でも仕向銀行による振込指図は有効に存続するので，
被仕向銀行の入金記帳も有効であり，振込依頼人と受取人の原因関係の存否に
左右されないとするものである。
これ以降，平成 8年判決と異なる立場のものは見当たらず，確立した判例と
なっている。
2．錯誤無効
次に，原因関係不要説にたつとしても，振込依頼人は原因関係がなかったこ
とをもって振込の錯誤無効を主張できるかという問題がなお残っている。
振込の意思表示について錯誤無効を主張するためには，原因関係が法律行為
の要素である必要があるが，現在の全銀システムを前提とする振込取引におい
ては，振込依頼の内容は，①依頼人名，②受取人名，③被仕向銀行店舗名，④
預金種別，⑤口座番号，⑥金額，⑦振込日付，⑧仕向銀行店舗名，であって，
これらが仕向銀行から被仕向銀行に伝達される振込通知の内容である。ATM
による振込を想定すればわかるように振込依頼人と仕向銀行間においても原因
関係は表示されておらず，当然被仕向銀行にも伝達されていない。したがっ
て，振込依頼人が仕向銀行との振込委託契約において受取人との間に原因関係
があると誤信した場合は動機の錯誤であって，法律行為の要素の錯誤にはなら
ない 7。
振込依頼人が受取人名を書き間違えた場合は法律行為の要素の錯誤になりう
るが，多くの場合は表意者（振込依頼人）に重大な過失があるといえるので，
無効は主張しえないと解される 8。平成 8年判決も述べている通り，振込は，安
全，安価，迅速に資金を移動する手段であって，多数かつ多額の資金移動を円
滑に処理するため，その仲介にあたる銀行が各資金移動の原因となる法律関係
7　森田・前掲注6・157頁。
8　森田・前掲注6・158頁。
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の存否，内容等を関知することなくこれを遂行する仕組みなのである。したがっ
て，原因関係の有無や，受取人名の書き間違えを理由とする錯誤の主張には無
理がある。
3．相殺型についての先例
（1）　2つの先例
平成 8年最高裁判決は差押型であり，本判決は相殺型である。差押と相殺に
よって差異を認めるかが問題となる。
相殺型については，本判決が出る前に 2 つの先例（a 事件 = 第 1 審 - 名古
屋地判平成 16・4・21 金法 1745・40  9，第 2 審 - 名古屋高判平 17・3・17 金法
1745・3410，b 事件 = 東京地判平 17・9・26 金法 1755・62 11）があり，いずれも
誤振込による預金について貸金債権と相殺した被仕向銀行に対する振込依頼人
の不当利得返還請求を認めている。
（2）　a 事件
①　事実の概要
イ．平成15年 1月 10日に振込依頼人 X が誤振込を行い，Y 銀行の A（受取人）
の口座に入金記帳された（午前 11 時 42 分）。
ロ．しかし，A は手形小切手を不渡りにしたために同日取引停止処分を受け
たので，Y は A の当座預金口座を強制解約した（午後 1時 11 分）。
ハ．同日誤振込に気付いた X が Y に組戻し依頼をした（午後 3 時 5 分）が，
口座は既に強制解約済みであるとして組戻しはできないとされた。
9　この時点までの議論を整理したものとして，本多正樹「誤振込と被仕向銀行の相殺（上）
（下）」金法1733号37頁，1734号48頁。
10　評釈として，松岡久和「判批」金法1748号11頁。
11　判旨に賛成するものとして，牧山市治「判批」金法1770号81頁。判旨に反対するものと
して，柴崎暁「判批」金判1241号49頁。この時点までの議論を整理したものとして，渡邊
博己「意図していない振込と振込金の取戻し」金法1763号40頁。
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ニ．同月 15 日に X は Y に対し不当利得の返還請求をしたが，返還がないの
で同年 5月 25 日に訴えを提起した。
ホ．同年 6 月 26 日付で，A は本件振込金について何等の権利はなく，X に
返還されても何等の異議も述べない旨の確認書を作成している。
ヘ．平成 16 年 1 月 23 日に Y は預金と貸金を相殺する旨を A に通知した。
②　判決の内容
第 1 審は不当利得返還請求を認めたので Y が控訴したが，高裁も以下のと
おり判示して，控訴を棄却した。
イ．振込依頼人が，誤振込を理由に，仕向銀行に組戻しを依頼し，受取人も
振込依頼人の誤振込による入金であることを認めて，被仕向銀行による返
還を認めている場合には，受取人において，振込依頼人の誤振込による入
金を拒否する意思表示をするものと解することができる。
ロ．この場合被仕向銀行においても，受取人が当該振込金額相当の預金債権
を権利行使することは考えられず，このままの状態では振込金の返還先が
存在しないことになり，被仕向銀行に利得が生じたのと同様の結果になる。
ハ．以上のような場合には，振込金額相当の預金が成立したとしても，正義，
公平の観念に照らし，その法的処理において，実質はこれが成立していな
いのと同様に構成し，振込依頼人が振込金額相当の返還を求める不当利得
返還請求においては，振込依頼人の損失によって被仕向銀行に当該振込金
相当額の利得が生じたものとして，組戻しの方法をとるまでもなく，振込
依頼人への直接の返還を認めるのが相当である。
③　判決の評価
被仕向銀行の対応にはいくつかの問題があると思われるので，判決の結論自
体は妥当なものと考える。
まず，1 月 10 日の対応であるが，誤振込の入金記帳，強制解約，組戻し依
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頼という順になっているため，強制解約済みであるため組戻しできないという
回答がなされたが，仮に朝一番に強制解約を行っていれば，入金はなされず資
金は当然仕向銀行に返却されているはずである。また，強制解約を最後に行っ
たとすれば少なくとも組戻しの対応について受取人に照会していたはずであ
る。さらに，仕向銀行の過誤による誤振込の場合は発信日の翌日まで取消が認
められていることからすると 12，振込依頼人の過誤によるものであっても発信
日当日に組戻し依頼があった場合には，受取人に照会するなどして組戻し依頼
に協力するのが通常の事務であったと思われる。受取人との連絡がとれなかっ
たなどの事情があれば別であるが，そうでなければ発信日当日の組戻し依頼に
対して受取人への照会をせずに拒否をすることは受任者としての善管注意義務
に反するのではなかろうか 13。こうして見るとどうしても本件の対応は振込の
被仕向銀行としての立場より，貸金の債権者としての立場を優先させたものと
見える。貸金の債権者として回収に努めるのは当然であるが，被仕向銀行とし
ての役割が残っており，受任者としての義務が未だ存在するのに，回収を優先
したところが問題であり，不当利得返還請求が認められる理由があると考える。
（3）　b 事件
①　事実の概要
イ．X は平成 15 年 8 月 7 日に誤振込を行い，Y 銀行目白支店の C の口座に
12　振込制度では仕向銀行の過誤による誤振込の場合と，振込依頼人の過誤による誤振込の場
合は区別され，仕向銀行の過誤による場合，発信日の翌日までなら入金記帳後といえども受
取人（預金者）の承諾なしに取消すことが認められている（この点は預金規定にも明記され
ている）。これに対して，振込依頼人の過誤による場合は，入金記帳後は受取人（預金者）
の承諾が必要になる。
13　本多・前掲注9・54頁は，組戻しに応じる義務について言及する。「振込規定の文言を見
る限り，入金記帳後には，組戻しの扱いが任意の提供する「サービス」に転じるとの趣旨は
うかがえない。むしろ，入金記帳後も受取人の承諾があれば，仕向銀行は振込依頼人に組戻
しを実現させるべく努力する契約上の義務を負うのではないか」としている。筆者も同意見
である。
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入金記帳された。
ロ．X は 9 月 10 日になって誤振込を認識し，仕向銀行から組戻しを依頼し
たが，Y からは C との連絡がつかず承諾が得られないため，組戻しには
応じられないとの回答があった。C は事実上倒産し（7 月 29 日に銀行取
引停止），代表者も行方不明であった。
ハ．X の代理人弁護士は 9 月 24 日に Y を訪ねどうすれば回収できるか尋ね
たところ，Y のお客様サービス課長は「本部に確認したところ，裁判によ
る差押の方法があるようです」と回答した。X はこれに従い C に対し不
当利得返還請求訴訟を提起し，平成 16 年 1 月 22 日に勝訴（欠席判決）した。
ニ．他方，Y は同行池袋支店で C に対して貸金債権を有していたことから，
10 月 17 日に池袋支店長名で預金と貸金の相殺の意思表示を行った。
ホ．X は勝訴判決を Y にファックス通知したが，Y からは「裁判による手
続は説明したが，誤振込金の返却を約束した事実はない」と回答されたの
で，Y に対して不当利得返還請求を行った。
②　判決の内容
判決は，本件では，C との連絡がつかなかった上に，X の弁護士から誤振込
の事情の説明を受けて，C の所在不明により組戻しの承諾を得ることができな
い事情を十分認識していたにもかかわらず，X に救済の機会を残すことなく，
本件相殺を敢行したものであり，X に対する関係においては法律上の原因がな
く，不当利得となるものと解するのが制度の本質である公平の理念に沿うもの
と言えるとして，X の請求を認めた。
③　判決の評価
b 事件では X が誤振込に気付き，組戻手続を依頼したのは，発信日から 1か
月後であり，かつ Y はその時点で C との連絡がつかなかったとして組戻しに
は応じられない旨の回答をしており，そこまでの Y の被仕向銀行としての対
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応は問題ない。問題は X から回収方法について相談を受け，預金差押の方法
をアドバイスしておきながら，その後自らの貸金債権と相殺をした点である。
相殺の時点で誤振込であることを Y が認識していたことに加えて，アドバイ
スを与えておきながら直ぐに相殺したことは禁反言にあたるといわれても仕方
がない。判決は妥当なものと考える。
4．本判決の評価
その後，本判決が出たわけである。本事件では，原審も控訴審もほぼ同じよ
うな理論構成をとりながら，原審では Y が本件相殺の時点において本件振込
が誤振込であると知っていたと認定することはできないとして不当利得返還請
求を認めなかったのに対して，本判決では Y が相殺時点では誤振込であるこ
とを認識していたとして不当利得返還請求を認めている。不当利得返還請求を
認めるか否かのポイントとして，Y の善意・悪意を問題とするわけである。
本判決の Y の被仕向銀行としての対応も問題があったように思われる。本
判決では，Y は，本件相殺の時点では，A 組がその事業全てを A に承継させ
て自らの事業を停止し，本件振込に見合う取引がないことを知っており，長期
間支払差止めの設定をしている本件口座に本件振込金ほどの高額の金員の振込
かあることは不自然であると認識しえたものであって，本件相殺の時点におい
て，本件振込が X と A 組の間における取引等の原因のない誤振込であったと
認識しえたとしている。本件相殺の 2 年あまり前に，Y は A 組の預金口座と
貸金債権を相殺しており，事前に Y に対して何らの連絡もせずに A 組が資金
の受取口座に指定することは考えづらく，Y としては A 組に事情を照会する
のが常識的な対応であると思われる。そうした手続なしに同日に相殺したこと
は，Y が誤振込である可能性を認識していたことをうかがわせる。また，X か
ら Y に対して誤振込であることの連絡は，発信日の翌々営業日になされてい
るが，仕向銀行の過誤による取消が発信日の翌営業日まで認められることと比
較して，それほど遅れた連絡であったとは言えない。被仕向銀行としての受任
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事務がどこで終わるかは明確に決めたものはないが，少なくとも発信日の翌々
営業日であれば被仕向銀行としての受任事務は継続しているものとして，組戻
し依頼があれば受取人である A 組への照会は行うべきだったと考える 14。本件
においても振込の被仕向銀行としての立場より，貸金の債権者としての立場の
方が前面に出ていると思われる。
5．騙取金による返済の論理
平成 8年最高裁判決によって，誤振込であっても入金記帳がされれば預金は
成立するとされており，そうであるなら被仕向銀行として自らの貸金債権と相
殺することも法的に認められるはずであり，振込依頼人からの不当利得返還請
求は成り立たないはずである。ここで，不当利得返還請求を成り立たせる論理
として，指摘されているのが，騙取金による返済についての昭和 49 年最高裁
判決 15 である 16。
これは，甲が金員を乙から騙取し，その金員を甲の債権者丙に対する債務の
弁済に充てた場合に，乙から丙に対する不当利得返還請求が認められるかが争
われたものであり，判決は「社会通念上乙の金銭で丙の利益をはかったと認め
られるだけの連結がある場合には，なお不当利得の成立に必要な因果関係があ
るものと解すべきであり，また，丙が甲から右の金銭を受領するにつき悪意又
は重大な過失がある場合には，丙の右金銭の取得は，被騙取者又は被横領者た
る乙に対する関係においては，法律上の原因がなく，不当利得となるものと解
するのが相当である」としたものである。債務の弁済を受けることは法律上当
14　筆者は本判決においてもa事件と同じく，組戻しに応じる義務があるということを前提に
している。組戻しの依頼があった場合，預金者の承諾があれば組戻しに応じるのは定式化し
た手順である。発信日から相当期間を経過した組戻し依頼の場合および連絡がとれない事情
がある場合は別であるが，預金者に連絡をとることが前提であり，連絡をとらないことは想
定されていないと考えられる。
15　最判昭49・9・26民集28・6・1243
16　菅野佳夫「誤振込金と貸付債権の相殺」判タ1152号105頁以下，佐々木修「誤振込金と貸
金の相殺の可否」銀法640号31頁。
557
－342 （     ）－
然認められるべきものであるが，その資金が騙取金であることについて悪意又
は重過失がある場合には，不当利得が成立するとするものである。
これを誤振込にあてはめると，前段の因果関係については，被仕向銀行の相
殺による利益と振込依頼人の損失については，社会通念上の連結があることは
認められるので，後段の悪意又は重過失があったか否かにより，不当利得返還
請求の成否が決定されることになる。相殺をした被仕向銀行に対して不当利得
返還請求を認めている判例において，決め手として被仕向銀行の悪意又は重過
失を認定して不当利得返還請求を認めている論旨は，騙取金による返済につい
ての論理をベースにしてものと考えられる。
6．差押型と相殺型を区別する理由
平成 8年最高裁判決は差押型であり，差押型においては，振込先を誤るとい
うミスを犯した振込依頼人より，預金を差し押さえた債権者を保護するという
結論自体には賛成が多かったと思われる。しかし，相殺型については平成 8年
最高裁判決後においても被仕向銀行よりも振込依頼人を保護する判決を支持す
る意見が多い 17。差押型と相殺型で結論が異なる理由は何であろうか。
実質的な理由の一つは，誤振込であることについての善意・悪意の問題であ
ると考える。預金を差し押さえる債権者は外部の人間であり，預金が誤振込に
よるものであることは通常わからないので，善意で差押手続を開始しており，
それが誤振込によるものだと知らされるのは異議を唱えられてからである。つ
まり，差押型は善意者の類型であり，善意で差押を行った者と自らのミスによ
り誤振込による預金を作り出した者のどちらを救うかという問題になる。これ
に対して，被仕向銀行は相殺をするまでのいずれかの時点で，誤振込であるこ
と（あるいはその可能性があること）を知らされており，相殺をする時点では
17　平成8年最高裁判決後の座談会において，差押型と相殺型が区別され，実務家からも銀行
の相殺はやるべきではないという意見が出ている点が興味深い（松本貞夫ほか「<座談会>
誤振込と預金の成否をめぐる諸問題」金法1455号27頁）。
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悪意又は重過失と認定されるということがある 18。
第二の理由は，振込依頼人の放置期間である。例えば平成 8年最高裁判決の
事案では差押債権者が預金を差し押さえたのは誤振込を行った日から 3か月経
過後であったが，差押型ではかなりの期間振込依頼人が誤振込であることを気
づかずに預金が放置されているために，外部の債権者がその預金を差し押さえ
るという事態が生ずるものと考えられる。これに対して近時の相殺型では，本
事案では発信日の翌々営業日に，a 事件では発信日当日に誤振込だと気付いて
振込依頼人がアクションをおこしている 19。通常の取引を想定するとたとえ誤
振込を行ったとしても，本判決の事案のごとく本来の受取人から督促があるな
どして短時日のうちに誤振込を行ったことが判明するものと考えられ，振込依
頼人がそれを超えて誤振込に気づかないとすればその過失は重大だと考える。
逆に近時の相殺型のように短時日で振込依頼人がアクションをおこす場合はそ
の過失は小さく，救済すべきだという判断に傾く。正義と公平の観点から不当
利得の成否を考えるにあたっては，振込依頼人の放置期間も考慮要素の一つで
あろう。
第三の理由は，被仕向銀行は振込制度において運営者の立場にあるという点
で，他の債権者と異なることである。そしてこれが最も大きな理由だと考える。
振込は振込依頼人と仕向銀行との委任契約，仕向銀行と被仕向銀行との委任
契約で成立しており，振込依頼人と被仕向銀行の間には直接の契約関係はない。
しかし，前者と後者は連鎖しており，被仕向銀行が仕向銀行に対する受任者と
しての義務を全うすることを前提として，振込依頼人から仕向銀行に対する委
任契約がなされるともいえる。仕向銀行の為すべき事と被仕向銀行の為すべき
18　本事件では被仕向銀行は誤振込の入金当日に相殺を行っているが，相殺を急いだことが
却って，預金口座の取引状況から誤振込の可能性が高いことを認識していたことをうかがわ
せる。
19　b事件では発信日から1カ月後に被仕向銀行に対して組戻依頼が行われており，放置期間
は長く振込依頼人の過失は重いが，相殺時点で銀行が悪意であったこと，および差押えをア
ドバイスしておきながら自ら相殺してしまうという対応が問題とされたのであろう。
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事が合わさって，一つの振込が成り立っている。銀行はこうした振込制度を運
営する立場にある。被仕向銀行は受任者としての義務を全うするまでは自らの
利益を図ることはできない，すなわち利益相反の要素があるからである 20。
利益相反を避ける義務といっても契約内容によってその内容は重いものか
ら軽いものまでありうる。裁量権が委ねられている信託の受託者や受認者
（ﬁduciary）には高いレベルの忠実義務が要求される。これに対して，振込は
大量かつ安価な資金送金の仕組みであり，被仕向銀行は受任者ではあるが，裁
量の余地はあまりなく，信託の受託者や受認者と同レベルの義務を負担させる
のは妥当ではない。しかし，誤振込の可能性があると判った資金を自らの債権
回収に充てるというのは，強度の利益相反であり，被仕向銀行としては極めて
抑制的に行動しなければならないものと考える。法形式上，被仕向銀行は振込
依頼人と契約関係はなく，仕向銀行と委任契約がある形なので，本判決も委任
契約の受任者の義務とは言わず，「振込制度の被仕向金融機関としては不誠実
な対応」としているが，不当利得返還請求の判断局面で利益相反の要素を考慮
したものと考える。
7．救済法理の選択
誤振込については，振込依頼人に物権的な権利を認めることによって解決を
図る意見もある。所有権的に構成するものとして，振込依頼人に金銭の価値所
有者として物権的価値返還請求権を認めるもの 21 がある。しかし，金銭につい
てこうした返還請求権を認めるためには対象となる金銭が分別されている必要
があるが，決済性預金口座については入金記帳によって特定性・同一性が維持
されていない 22 という問題がある。振込依頼人が預金債権に対して先取特権に
20　木南・前掲注5・16頁は，被仕向銀行が振込依頼人の不当利得返還請求権の行使を助ける
ことを要請された時点以降，振込制度の運営者の一員として振込依頼人の要請と矛盾する行
動は許されない，とする。
21　花本広志「判例解説（最二小判平8・4・26）」法セ502号89頁。
22　森田・前掲注6・183頁。
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類した優先権をもつという考え方 23 については，立法論ではなく解釈論として
成り立ちうるかという問題がある。
イギリスでは本件のように正義，公平の観点から判断を下す場合，信託を擬
制して解決する場合が多い 24。本件にあてはめると，被仕向銀行を受託者，誤
振込金を信託財産，振込依頼人を受益者とした信託が成立しているものとして
解決することが考えられる 25。これに対して，わが国では公共工事の前払保証
金について信託の成立を認めて解決を図った判決 26 を除いて，当事者が信託を
明示していないのに信託を擬制することによって解決された例はほとんどな
く，なじみのない方法であって，どのような場合に信託が成立するか明確な基
準がない等の批判がある 27 28。
イギリスでは擬制信託が，わが国では不当利得が「正義，公平」に基づく最
後の救済法理の役割を果たしているのであり，わが国では不当利得による解決
を図ることがすわりがよいのであろう。そして，いずれも最後の救済法理であ
るがゆえに，その外延がややもすれば明確性に欠ける点があるのも致し方のな
いところだと考える。
したがって，誤振込による預金と被仕向銀行の相殺に関して，被仕向銀行の
23　松岡久和「誤振込事例における刑法と民法の交錯」刑法雑誌43巻1号100頁。
24　David J.Hayton（三菱信託銀行信託研究会訳）『信託法の基本原理』197頁以下（勁草書房，
1996年）
25　信託的な保護を図る考え方を紹介するものとして，大村敦志「不当利得－誤振込をめぐっ
て」法教300号103頁。
26　最判平成14・1・17民集56・1・20。最高裁は，公共工事の注文者を委託者，工事の請負
人を受託者，前払金（預金債権）を信託財産として，これを工事の必要経費の支払いに充て
ることを目的として信託契約が成立したと認定し，信託財産である預金が請負人（受託者）
の破産財団に組み入れられることはないと判示した。契約当事者には明示的に信託契約を締
結する意思表示はなかったのに，救済法理として信託を認定し，注文者を保護したものであ
る。
27　岩原紳作=森下哲朗「預金の帰属をめぐる諸問題」金法1746号38頁。
28　しかし，イギリスでは逆に不当利得による解決に対して，palmtree justice（椰子の葉陰
に集まった賢者たちが，主観的な正義と公正の観念に基づいて言い渡す判決）の危険性が指
摘されている（Hayton・前掲注24・208頁）。
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悪意・重過失を基準にして不当利得による解決を図る一連の判例について，筆
者は結論的として賛成する 29。振込は，大量かつ安価な資金送金方法であって，
被仕向銀行に重い責任を課すべきではない。しかし，被仕向銀行が相殺をしな
いことはそうした過度の義務ではないと考える。それは振込という送金制度の
運営者として最低限の行動規範であり，不当利得返還請求を認めるか否かを判
断するにあたっては考慮されるべき要素であろう。
Ⅳ　残された課題
誤振込による預金について被仕向銀行は貸金債権と相殺できないという判決
が続いたわけであるが，これによって銀行の債権回収業務は制限を受けること
になり困ってしまうかといえば，そうではあるまい。元々銀行は誤振込を当て
にして債権回収を進めているわけではない。これまでは相殺をしない明確な理
由がない，明確な理由がないのに相殺をしないと銀行内部で職務怠慢とされる，
というのが本音だったのではなかろうか。一連の判決により，相殺が認められ
ないことが明確になれば，誤振込を理由とした組戻しの依頼があった場合には，
まず受取人と連絡をとることを第一義とし，連絡が取れなければ資金を凍結す
るという対応になると思われる。
ただし，残された問題として，被仕向銀行の受任者としての業務はいつ終わ
り，解放されるのかという点がある。入金記帳自体は現在のシステムでは即時
になされるので，組戻しに対する対応をいつまで求められるのかである。本判
決のように発信日の翌々日に誤振込である旨知らされている場合は解放されて
はいないと考えてよかろうが，例えば発信日から 1 カ月後に組戻しの依頼が
あった場合には対応しなければならないか。ここで組戻しに対応しなければな
らない期限と，相殺を抑制される期限は別に考えるべきであろう。前者につい
29　一連の判決の相殺を認めないという結論には賛成であるが，被仕向銀行の義務を重く見す
ぎることには反対である。例えば，受取人と連絡がとれない場合に捜索するのが銀行の仕事
のように受け取れる説示には違和感がある。
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ては誤振込の発信日から 1週間，長く考えても 1ヵ月でよいのではないか。後
者については銀行が振込制度の運営機関であることから，誤振込の疑いが生じ
た以後は半永続的なものと考える。いずれにしろどの時点で被仕向銀行の業務
は終わるのか，古くからの問題だと考えるが，今後の紛争予防の点からも実務
上明確化を図るべきではなかろうか。
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